
3 年 10 月 4 日
施策体系

2 5

１　施策の目的と指標
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D

2　指標等の推移

※【評価】　○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％）　×；目標を未達成

シート１
作成日 令和
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地方債
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繰入金

健康づくりの推進

心身ともに健康な状態になる

事務事業数

国庫支出金

健康づくり推進課

成果指標

心身が健康だと感じる人の割合（市民アンケート）

日頃から体を動かすことに取り組んでいる人の割合（市民アンケート）
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背景として考えられること評価

〇

〇

コロナ禍において、健康維持に心がけておられるた
め、心身が健康だと感じる人の割合が半数以上お
られると考えられます。

コロナ禍において、健康維持するための活動（体を
動かすこと）を心がけておられると考えられます。

一人当たり医療費（国保） 円

一人当たり医療費（高齢） 円

２年度

50.0

439,200 439,200 439,200

実績値 451,698

C 円 422,932

成り行き値 451,700 464,800 478,000 491,600

施策マネジメントシート（令和２年度目標達成度評価）

コロナ禍において、ステイホームを鑑みて、月の受
診回数を減らす人が増加したことが考えられます。

目標値 1,005,000 1,004,000 1,003,000 1,002,000

実績値 992,081

D 円 994,833

成り行き値 1,013,000 1,021,000 1,029,000 1,037,200

○

コロナ禍において、現役世代の働き方（リモートワー
ク等）の変化や休日の外出機会が減少したことによ
るストレスから体調管理が困難な人が増加したこと
が考えられます。

目標値 439,200



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
①施策の基本方針

・市民は、健康診査を積極的に受診し疾病予防に努めます。
・市民は、一人ひとりが生活習慣（食事・運動・休養）などに留意し、健康づくりに努めます。
・市民は、健診（検診）をすすんで受診し病気の早期発見・早期治療に努めます。
・市民は、かかりつけ医・薬局を持ち健康管理に努めます。
・市民は、地域ぐるみで健康づくりに努めます。

行政の役割（市がやるべきこと）
・市は、特定健診（国保）の対象者に、通知や訪問などで受診勧奨を行います。
・市は、健診（検診）を実施することで、病気の早期発見・早期治療に努めます。
・市は、医療機関等や国保連合会をはじめとする関係機関との連携強化を図ります。
・市は、健康づくりに関する各種計画（健康増進計画、食育基本計画等）に基づき事業を展開します。
・市は、健診（検診）の実施、健康づくり等に関する訪問や相談、健康教育などを行います。
・市は、市民を支えるボランティアの人材育成を行います。

※成果指標の目標値設定とその根拠

A

心身が健康だと感じる人の割合は、熊本地震発生の１年後に55.6％と高水準となりましたが、その後は50％
を下回る水準で推移しています。これは地震後に健康だと考える心身の余裕が出てきたため一時的に伸び
たものの、日常生活を取り戻し心身ともに健康だと思うことが平常化することにより数値が伸びていないと考
え、成り行き値を49.8％と設定しました。目標値については、健康イベントや地域での健康ステーション等の
充実により市民の健康への関心を高めることにより、成り行き値より若干上回り微増すると考え、令和5年度
を50.3％と設定しました。

市民アンケート

市民（事業所、地域、団体）の役割

D

後期高齢者の一人当たり医療費については、通院や歯科医療の受診件数の増加が見込まれるため0.8％
の伸びで推移すると考え、令和５年度を1,037,200円と設定しました。目標値については消費税の影響によ
り増加が見込まれるものの、後期高齢者健診、歯科口腔健診の受診率の向上を図ることにより、毎年0.1％
医療費が抑えられると設定し、目標値を1,002,000円に設定しました。

施策マネジメントシート（令和２年度目標達成度評価） シート２ 施策5：健康づくりの推進

・医療機関等や国保連合会をはじめとする関係機関と協力し、健診（検診）の体制整備を図り、受診率の向上に
努めます。
・健診（検診）を受けることで、病気の早期発見・早期治療ができることにより重症化を防ぎます。
・地域との連携を図り、市民が健康的な生活を送ることができるよう、健康づくりに対する意識を高める取り組みを
実施します。

②協働によるまちづくりの具体策（施策における市民と行政の役割分担）

B

日頃から健康づくりに取り組んでいる人の割合の成り行き値は、過去の実績値を踏まえ50.0％前後で推移
すると考えられます。目標値については健康イベントやウォーキングコースの設定、地域での健康ステーショ
ン活動の充実等により、運動に興味を持つ市民の割合が増え、体を動かす機会が増えると考え、令和5年
度の目標値を55.0％と設定しました。

C

国保被保険者の一人当たり医療費については、過去の実績から成り行き値では2.84％の伸びで推移すると
考え、令和５年度を491,600 円と設定しました。目標値については消費税の影響により増加が見込まれるも
のの、特定健診の受診率向上や病気の早期発見・治療により医療費が抑えられ、現状維持で推移すると設
定し目標値を439,200円に設定しました。



③施策の現状（第２期計画策定当初）と今後の状況変化

④この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
①施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

・特定健診受診勧奨を行っていますが、受診率の向上にはつながっていません。
・一人当たりの医療費は毎年増加しています。
・高齢者人口増加に伴い、高齢者医療費が増加しています。
・健康な高齢期を迎えるための働く世代の生活習慣病対策が必要です。
・健康づくりの活動に関わるボランティアの育成に取り組んでいます。

（令和2年度（令和元年度振り返り）の施策評価における議会意見）
①新型コロナウイルス感染症の予防の啓発に努めること。
②病気の早期発見、早期治療のため、検診受診について啓発すること。
③特定検診受診率向上及び、生活習慣病重症化予防について具体的に取り組むこと。

（令和2年度（令和元年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
①誰もが健康づくり（運動・食生活）ができる環境づくりを推進すること

※　経営方針からの振り返り、貢献度評価の上位の事務事業を記載

（１） 令和２年度経営方針からの振り返りは以下のとおりです。

①「健康づくりに必要な「運動・食・健康診断」をスローガンに啓発を行い、市民の意識向上に努める。」については、健康ステー
ション等では概ね市民が望むような活動の支援ができていましたが、夏場に熱中症予防や新型コロナウイルス感染症予防のた
め、開催を中止しました。また、食生活改善推進員が実施する教室等は新型コロナウイルス感染症予防のため、開催を中止し
ました。代わりに健康に配慮したレシピ集を作成したり、食生活改善推進員の活動を街頭で周知し、活動が行うことができまし
た。

②「特定健診受診率向上のための取り組みを強化し、特定保健指導を充実させることにより、生活習慣病の発生予防と重症化
予防に努める。」については、特定健診対象者に希望調査票を年度当初に送付し、返答がない若い世代（40～50歳代）の1179
人へ訪問し、受診勧奨を行いました。その結果、223人特定健診の申し込みがありました。また、11月時点で未受診者を分析
し、過去3年以内に受診したことがある人及び2人以上特定健診の対象者がいる世帯に対し郵送にて受診勧奨を行いました。
昨年度同様、みなし健診や養生園で運動・栄養指導等を付けた健診を実施しました。特定保健指導については、健診結果で
治療が必要な方に対して、訪問指導により受診勧奨を行い医療機関への受診を勧め、重症化予防に努めました。

③「脳生き生き教室の実施や認知症啓発講演会を開催し、認知症予防を市民に啓発する。」については、脳活き生き教室は、
新型コロナウイルス感染症予防のため、事業規模を縮小して実施しましたが、野々島防災センターの通常版をはじめ、須屋市
民センター、みどり館、泉ヶ丘市民センターの計4箇所で開催し、115人の参加がありました。また、認知症予防啓発講演会は、3
月に開催し、11人の参加者の認知症に対する正しい理解や予防について、知識を深めていただきました。講演会終了後に相
談があった複数の方については、ありがとうカフェ（認知症カフェ）に接続し、さらなる知識の醸成を図っていただいています。

④「ＫＤＢ（国保データベース）や検(健）診のデータ等を活用することにより市民の健康状況・疾病傾向を把握し、健康寿命の延
伸に努める。」では、ＫＤＢ等により重症化リスクの高い人を抽出し、訪問等を実施しましたが、他の市民にデータ分析の結果を
周知するまでは至りませんでした。

（２）事務事業貢献度評価の結果では、令和２年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、母子保健があ
げられました。
　貢献した事業としては、健幸都市こうし推進事業、こころ相談事業、検診事業、小中学校児童生徒健診事業、児童生徒・教職
員健康管理事業、特定健診・特定保健指導事業、後期高齢者保健事業、ラジオ体操による市民の健康づくり事業、歯科保健
事業、高齢者の保健事業と介護予防の一体化事業、少子高齢化対策総合交付金事業があげられました。

施策マネジメントシート（令和２年度目標達成度評価） 施策5：健康づくりの推進シート３



②施策の課題（令和2年度の施策の振り返りから見る課題）

５　施策の令和２年度結果に対する審査結果
①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて令和3年7月21日）

②総合政策審議会での指摘事項（令和3年8月4日会議及び書面によるまとめ）

③議会の行政評価における指摘事項（令和3年9月2日）

６　次年度に向けた取り組み方針
〇政策推進本部　令和4年度合志市経営方針（令和3年10月4日）

・健康増進計画の実現に向けて取り組むこと。
・医療機関の協力を得ながら、特定健診を含む各種検診の受診率向上を図ること。
・健康ステーション活動の周知を図り、更に多くの市民の健康づくりへの参加を進めていくこと。
・医療検診データ等を研究し、市民の健康づくりを推進すること。
・新型コロナウイルスをはじめとする感染症予防の啓発に努めること。

・健康づくりに関する周知・啓発を行い、各種検診の受診率を上げること。
・誰でも気軽に健康づくりの取り組みが始められる環境の整備をすること。

・コロナ禍における健康づくりのために、健康増進計画や食育推進計画を着実に推進すること。
・新型コロナ感染症の経験から、今後、感染症対策を自然災害などと同じように自治体の危機管理の柱に据える
こと。
・大規模な検査体制の構築など検討に入ること。

①市民の健康状況を含めた健康づくりに関する周知・啓発を行い、各種検診の受診率の向上を目指します。
②健康増進計画や食育計画推進と併せて、コロナ禍における健康づくりに努めます。
③新型コロナウイルス感染症等の蔓延防止のため、感染症の予防啓発を図ります。
④地域と連携した誰でも気軽に健康づくりの取り組みが始められる仕組みづくりに努めます。

施策5：健康づくりの推進施策マネジメントシート（令和２年度目標達成度評価） シート４

・特定健診やがん検診等の受診者を増やすため、未受診者等に応じた事業展開、また体制整備が必要です。
・病気の予防、早期発見・早期治療による健康寿命を延ばす取り組みが必要です。
・働く世代の生活習慣病対策が必要です。
・健康づくりを普及するボランティアの育成を継続的に行い、市民が市民を支える仕組みづくりの推進が必要で
す。


